
(提出用）

（単位：％）

地方公共団体
コード

都道府県名 市区町村名 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

094111 栃木県 那珂川町 - - 13.1 101.6

団体区分

（単位：％）

標準財政規模
（千円） うち臨時財政対策債

発行可能額

早期健全化基準 14.69 19.69 25.0 350.0

5,515,252 305,203 財政再生基準 20.00 40.00 35.0

Ver.1.0.3

総括表①　健全化判断比率の状況　（平成19年度）



Ver.1.0.3 団体名

（単位：千円）

会　　計　　名 実質収支額 （分母比） 会　　計　　名 資金不足・剰余額 （分母比）

一般会計 624,687 11.3 水道事業会計 102,127 1.9

ケーブルテレビ事業特別会計 21,176 0.4

一
法

般
適

会
用

計
企

等
業

小　　　計 645,863 11.7

標準財政規模 5,515,252 100.0

実質赤字比率　（％） -11.71 ※

下水道事業特別会計 6,469 0.1

会　　計　　名 実質収支額 農業集落排水事業特別会計 1,446 0.0

国民健康保険特別会計 126,607 2.3 簡易水道事業特別会計 12,788 0.2

介護保険特別会計 59,514 1.1

老人保健特別会計 37,844 0.7 法

非

適

用

企

業

※　実質収支又は連結実質収支が黒字である場合、

　「実質赤字比率（％）」又は「連結実質赤字比率（％）」は負の値で表示されます。 合　　　　　計 992,658 18.0

標準財政規模（再掲） 5,515,252 100.0

連結実質赤字比率　（％） -17.99 ※
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外
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栃木県那珂川町
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業

総括表②　連結実質赤字比率等の状況　（平成19年度）



団体名

Ver.1.0.3

（単位：千円）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫
公債費充当一般
財源等額（繰上
償還額及び満期
一括償還地方債
の元金に係る分
を除く）

満期一括償還地
方債の１年当た
りの元金償還金
に相当するもの
（年度割相当
額）等（３①表
「オ」欄の数値
を転記）

公営企業に要す
る経費の財源と
する地方債の償
還の財源に充て
たと認められる
繰入金（３②表
「合計※」欄の
数値を転記）

一部事務組合等
の起こした地方
債に充てたと認
められる補助金
又は負担金

公債費に準ずる
債務負担行為に
係るもの

一時借入金の利
子

災害復旧費等に
係る基準財政需
要額

標準税収入額等 普通交付税額 臨時財政対策債
発行可能額

事業費補正によ
り基準財政需要
額に算入された
公債費

事業費補正によ
り基準財政需要
額に算入された
公債費（準元利
償還金に係るも
のに限る。）

平成17年度 1,074,874 208,735 77,769 11,292 440,765 2,464,295 2,815,330 378,187 187,528 98,350 

平成18年度 1,076,063 218,341 75,108 11,292 461,206 2,455,025 2,785,507 336,413 190,004 96,916 

平成19年度 1,103,831 203,335 93,506 11,292 491,998 2,661,250 2,548,799 305,203 192,278 97,001 

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰
災害復旧費等に
係る基準財政需
要額（準元利償
還金に係るもの
に限る。）

密度補正により
基準財政需要額
に算入された元
利償還金

密度補正により
基準財政需要額
に算入された準
元利償還金（地
方債の元利償還
額を基礎として
算入されたもの
に限る。）

地方財政法第５
条の４第１項第
２号の規定に基
づき総務大臣が
定める額（算入
公債費の額）
（特別区のみ記
入）

地方財政法施行
令第12条の規定
に基づき総務大
臣が定める額
（算入準公債費
の額）
（特別区のみ記
入）

平成17年度 2,507 平成17年度 13.05669

平成18年度 3,224 平成18年度 13.04407

平成19年度 3,448 平成19年度 13.25939

（参考）

ＰＦＩ事業に係る
債務負担行為に係
るもの（省令第７
条第１号）

いわゆる五省協定
等により、利便施
設及び公共施設を
買い取るために
行った債務負担行
為に係るもの（省
令第７条第２号）

国営土地改良事業
並びに旧独立行政
法人緑資源機構、
独立行政法人水資
源機構及び独立行
政法人環境再生保
全機構の行う事業
に対する負担金
（省令第７条第３
号）

地方公務員等共済
組合が建設した職
員住宅等の無償譲
渡を受けるために
支払う賃借料（省
令第７条第４号）

社会福祉法人が施
設の建設のために
借り入れた借入金
の償還に対する補
助（省令第７条第
５号）

その他これらに準
ずると認められる
もの（省令第７条
第６号）

利子補給に係るも
の（政令第11条第
４号）

平成17年度 11,292 

平成18年度 11,292 

平成19年度 11,292 

⑤の内訳

栃木県那珂川町

実質公債費比率
（単年度）

実質公債費比率
（３カ年平均）

13.1

総括表③　実質公債費比率の状況（平成19年度）



Ver.1.0.3
団体名

将来負担額
（単位：千円）

地方道路公社 土地開発公社 第三セクター等

10,335,127 2,750 3,048,765 314,007 2,636,880 0 0 0 0 0 0

（分母比） 219 0 64 7 56

充当可能財源等
（単位：千円）

うち都市計画税

3,042,428 356,083 0 8,131,761

（分母比） 64 8 172

345 244 102

117 17 100

栃木県那珂川町

組合等連結実質
赤字額負担見込額

連結実質
赤字額

設立法人の
負債額等

負担見込額
地方債の現在高

将来負担額　A 充当可能財源等　Ｂ

債務負担行為に
基づく支出予定額

公営企業債等
繰入見込額

組合等
負担等見込額

退職手当
負担見込額

Ａ　－　Ｂ

Ｃ　－　Ｄ

充当可能基金
充当可能
特定歳入

標準財政規模　Ｃ

16,337,529

基準財政需要額
算入見込額

5,515,252

101.6

将来負担比率　（％）

4,730,527

4,807,257

784,725

11,530,272

算入公債費等の額　Ｄ

―

総括表④　将来負担比率の状況 （平成19年度）

―

＝ ＝



ver. 1.042

都道府県名 団体コード 団体区分 5 （単位：千円）

〔提出用〕

(1) 　 (2) (3)
(4) (5) (10)  (12) 資金不足比率 標準財政規模比

a-b-c (-d)
流動負債 a

控除未払
金等 b

控除額 c
土地前受

金 d

算入地方債 e-f-g (-h)
流動資産  e 控除財源  f 控除額  g

土地評価
差額  h

地方債残高 長期借入金
営業収益の額－

受託工事収益の額
うち指定管理
者利用料金

事業の規模
（(９)/(１２)、％） （(８)/(ｘ)、％）

水道事業会計 ① 5,489 5,489 107,616 107,616 ▲ 102,127 102,127 - 232,374 232,374 - 1.9

0 0 0 0 - 0 - -

0 0 0 0 - 0 - -

0 0 0 0 - 0 - -

0 0 0 0 - 0 - -

0 0 0 0 - 0 - -

0 0 0 0 - 0 - -

0 0 0 0 - 0 - -

0 0 0 0 - 0 - -

0 0 0 0 - 0 - -

0 0 0 0 - 0 - -

0 0 0 0 - 0 - -

0 0 0 0 - 0 - -

0 0 0 0 - 0 - -

0 0 0 0 - 0 - -

0 0 0 0 - 0 - -

0 0 0 0 - 0 - -

0 0 0 0 - 0 - -

0 0 0 0 - 0 - -

(1) (2)
(3)

(3') (4) (5) (10)  (12) 資金不足比率 標準財政規模比

歳出額 算入地方債
s-t1-t2-
t3-t4-t5+t' 歳入額 s

継続費逓次
繰越額　t1

繰越明許費
繰越額　t2

事故繰越
繰越額　t3

事業繰越
額　t4

支払繰延
額　t5

t1～t5に係る
未収入特定財
源　t'

土地収入
見込額

地方債残高 長期借入金
営業収益の額－

受託工事収益の額
うち指定管理
者利用料金

事業の規模
（(９)/(１２)、％） （(８)/(ｘ)、％）

下水道事業特別会計 ⑫ 416,448 422,917 422,917 ▲ 6,469 6,469 - 41,859 41,859 - 0.1

農業集落排水事業特別会計 ⑫ 49,902 51,348 51,348 ▲ 1,446 1,446 - 11,976 11,976 - 0.0

簡易水道事業特別会計 ② 204,480 217,268 217,268 ▲ 12,788 12,788 - 141,635 141,635 - 0.2

0 0 0 - 0 - -

0 0 0 - 0 - -

0 0 0 - 0 - -

0 0 0 - 0 - -

0 0 0 - 0 - -

0 0 0 - 0 - -

0 0 0 - 0 - -

0 0 0 - 0 - -

0 0 0 - 0 - -

0 0 0 - 0 - -

0 0 0 - 0 - -

0 0 0 - 0 - -

0 0 0 - 0 - -

0 0 0 - 0 - -

0 0 0 - 0 - -

0 0 0 - 0 - -

※(8)は、連結実質赤字比率の算定に用いる額（資金不足額は負の値で表示）であり、(9)は、資金不足比率の算定に用いる額（資金不足額は正の値で表示）である。 合　計 122,830 2.2

094111那珂川町

宅
地
造
成
事
業
以
外

宅
地
造
成

(6)令３条１項の額
・令４条の額
(1)+(2)-(3)

市町村・一部事務組合名

法
適
用
企
業

特別会計名

栃木県

(9)企業ごとの
資金不足額
・剰余額※

(8)資金不足
額

・剰余額 ※
(6)-(7)

宅
地
造
成
事
業
以
外

宅
地
造
成

(8)資金不足額
・剰余額 ※

(6)-(7)

事業
区分

(11)
資本＋負債
宅造のみ

(7)解消可能
資金不足額

(11)
資本＋負債
宅造のみ

(6)令３条１項の額
・令４条の額
(1)+(2)-(3)

法
非
適
用
企
業

２①表　公営企業会計に係る資金不足額等

(7)解消可能
資金不足額

(9)企業ごとの
資金不足額
・剰余額※

標準財政規模　(ｘ) 5,515,252

特別会計名
事業
区分


